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学校経営の改善と教育行政の責任
一宮女子短期大学水本徳 i現
はじめに
著者に与えられたテーマは i学校経営の改善と教育行政の責任Jである。このテーマを論じる
ためには，前もって「学校経営の改善Jとは何かを明確にしておく必要があるだろうか， ここでは
その余裕はない。そこで，ここでは「学校経営の改善j を所謂「学校改善」として把握しそれと
教育行政との関わりについて簡単な考察を行いたいと思う。
ただし学校改善とは何かということも十分明らかにされているとは言い難い。それは多くの場
合，理念やそれに基づく運動の段階に止まり，その制度化が進んでいるとは必ずしも言えな l¥o そ
の意味では，著者に課せられた課題は，学校改善の理念から教育行政の責任の在り方(制度〉を明
確化することであると考えることもできる。
しかし理念から制度を展望することは，往々にしてリアリティを欠く。理念、に基づく所謂「べ
き論jが 1)アリティを持つには，それが十分な現実理解に基づいていなければならない。では，学
校改善の現実とは向か。それは，学校改善がまさに現代の教育改革の中に位置づいているという現
実である。そこで以下では，学校改善の理念、における教育行政の責任の在り方を論じるとともに，
現代の教育改革の現実における学校改善と教育行政の関係について考察したいと考える。
1.学校改善の理念と教育行政の責任
学校改善の理念、からして，教育行政の責任はどう在るべきか。ここでは， Goodladの所説を手掛
かりに，考察してみよう。 Goodladは i累積約改善の日程表を創出し維持し更新していくこ
とが可能なはずであるj としその現実のためには次の前提が成り立たなくてはならないとしてい
るりん
①国家の諸当局によって学校に課される期待は，広く，包括的なものではなくてはならない。
②これらの期待は，教育に対する要求の長期的な展開の分析から導き出されなくてはならなし ¥0
③公正ということに対する国家の関わりには，軟弱なところがあってはならなl¥0 
④制度の各レベルの当事者は，検討されている決定事項が彼らが決定すべき事項かどうかを常に
判断していかなくてはならなl¥。また，他者が実行する事項を決定するに際しては，常にこま
やかな感情をもたねばならない。
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⑤制度の諸レベルの結合(例えば，国と地方，地方と学校〉は，一つのレベルから他のレベルへ
の一方的な指示ではなく，合意によるものであることが必要である。
⑤「アカウンタビリティ」の語と概念、は r責任Jに置き換えられねばならなL、。この場合「責
任j とは，あるレベルや意思決定単位の明確化された機能を，それに含まれる当事者が実行す
る責任として理解される。
⑦最小限必要と思われる，あるレベルによる他のレベルの評価は，責任ある職務遂行を可能なら
しめる適切な機構が存在しているかどうかと言う点に，焦点づけるべきである。
③質がi高く公正な教育を提供する教育計画を装備し維持していく中で，最も効果的な選択単位
は個別学校である。
⑤子ども達や青少年が学習に最大限に熱中するための最も信頼できる保障は，自らを常に更新し
ていく学校である。 即ち，学校内部の関係者や校長，教師の全てが，彼らの学校文化の健康さ
を批判的に検討し改善してゆくフ。ロセスに継続的に関与する学校である。
さて r学校改善lの理念、レベルでの核心は，単に個別学校の改善が必要だという点にではなく，
個別学校を主体とした教育の改善が，教育改革の主導理念、たるべきであると考える点にあると言え
よう。国家的な規模での教育改革が，個別学校を核として展開されるという発想があるからこそ，
従来のトップダウン方式の改善に対して， これを「ノくラダイム転換J(2)と呼ぶことも可能になるの
である。
こうした考えに立てば，上記⑥のように学校や教育行政に問われるのは， {患者の要求に如何に応
えるかという「アカウンタビリティ」ではなく，学校や各レベルの教育行政が，それぞれの主体性
と関係者の合意に基づいて明確化された機能を果たす「責任Jであるという理論ら納得できょう。
Goodladに従えば，学校改善における教育行政の主な責任事項は，長期的な教育要求の分析に基づ
く包括的な目標設定(上記①，②)，教育の公正さの保障(上記③)，各レベルにおける責任遂行
のための適切な条件整備(上記⑦)にまとめられる。
そして，学校改善の理念、レベルでの教育行政の責任のこのような据え方は，概ね-i投的なものと
言ってよいであろう(3)。まず国から地方へ及び地方から学校への権限の委任や規制の暖和を制度的
条件として，個別学校の改善努力への援助が教育行政の責任とされるのである。具体的には，教員
の研修要求に対応した研修制度の整備，学校における教育課程開発への人13<J，物的，財政的援助，
教育情報の整備 e提供などが教育行政の責任事項となってくるのであろうが， ここでそれらの制度
を具体的に論じる余絡はないし必要もないであろう。問題は，教育行政の基本的な責任の在り方
である。学校改善の理念においては，行政の要請によって学校のアカウンタビリティが問われるの
ではなく，学校の要求によって行政の責-任が問われるのである。
2.教育改革における学校改善と教育行政
今8，わが国を初め多くの国で模索され，推進されている教育改革においてな学校改善の必要
- 34 -
が指摘され，教員研修の充実や校長の 1)ーダーシップ擁立のための施策などが実施されてきている。
実際，各国政府が進める教育改革の中でも r学校改善Jや「学校の管理・運営の改善Jという言
葉が用いられ， 17IJえばわが国の臨時教育審議会第二次答申のように r蕗ーよりも多様を，硬直よ
りも，柔軟を，集権よりも分権を，統制よりも自由@自律を重んじるような諸制度や諸施策が一層
導入されなければならないJと，言わば r下からのJ教育改革を志向する姿勢も示されている。
しかし現実的に今日の教育改革を捉え返した場合，それは先に述べた学校改善の理念、に沿った
ものであるだろうか。それは，学校を主体とした教育改革として展望されているのであろうか。 上
に述べたように，そういう面もなくはない。しかしながら，基本的に今日の教育改革においては，
学校改善は教育改革の主導理念というよりも，一つの戦略として位置づけられているように患われ
る。
なぜ，そう言えるのか。厳密には，各国の教育教育改革を具体的に分析するほかないが，一般的
に次のような点を指摘することができょう。まず第一は，今日の教育改革の動因で、ある。今日の教
育改革が，学校教育の荒廃現象とともに，社会の構造変化特に産業構造の変化と経済危機に触発
されたものであることは論をまたない。 例えばアメリカでは，学校教育における人間性を重視する
教育改革の志向性とともに，経済競争に勝ち抜くための教育改革の志向性が見られ r地域産業活
性化に資するために教育改善を要請するという視点は，ナHおよび産業界のリーダーたちの教育改革
運動に対する協力なイニシアティブとなって現れているJ(4)と言われる。こうした事情は r情報
化J [ 国際化」に対応した人材を求めるわが国や，長期的な経済危機にあるイギリスの教育改革に
も共通する。
第二は，教育行政の地方分権化や規制i援和の性格である。これらは，学校改善のためのその自律
性の強化という性格以上に，単なる行財政的な効率化という性格を強く持っているように思われる。
このことから，今日の教育改革においては，教育費の伸びを抑制したり，削減する傾向が見られる
とともに，ある面で規制を媛和しつつ，他の面でそれを強化するといった現実が克られる。例えば，
臨時教育審議会第二次答申は学習指導要領の「大織化j の方向を示す一方で r徳育の充実Jを強
調した。また，イギリスの教育改革では，教育財政などに関して学校の権限拡大が志向される反面，
教育内容に関する国家的な基準設定が進められている。
敢えて極端な言い方をすれば， こうした教育改革の現実の中で，教育行政の責任とは，国家によ
って集約された現代社会の教育要求を学校教育において実現することであり，学校改善とはそのた
めのストラテジーに過ぎない。 r学校改善j とは，国家主導の教育改革を推進するための旗印であ
り，国家的な要請を行政機構を通して舘別学校に効率的に徹底するための方便であり，その要請に
応えるべき学校のアカウンタビリティを示す言葉である。勿論， これは余りに極端で一面的な像で
ある。しかし現代の教育改革にはこのような要素がかなり大きく存在していることも事実である
と言えよう。
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まとめにかえて
さて， 1で描いた学校改善と教育行政関係と， 2で描いたそれは方向を全く逆にしていた。学校
改善の理念、においては，学校や教師の要求に応えるのが行政の責任であったが，教育改革の現実，
すくなくともその一面においては，行政を通じた国家的な要請に応えるのが学校の責任であった。
この両者が対立しないのは，学校や教師の要求と国家的な要請，両者の求める教育の質が一致する
場合であるがs 表面的にはともかく，本質的にはそれは期待し得なl¥0 しかも， これはいずれが真
の国民の要求であるかを問うことのできる問題ではなく，とちらもが国民の教育に対する要求を代
表しているのであるO
ここで r教育的Jな観点から「べき論」として前者を肯定することは容易であるO しかしそ
の場合，産業構造の変動に対応した人材養成をどうするか，失業問題をどう解決するか，逼迫した
国家財政をどう建て霞すか，といった教育改革と関わる諸問題への対応策をわれわれは提出し得る
であろうか。もちろん， これらの問題は解決されなくてもよいという回答のし方もあり得る。しか
しそれでは社会的なコンセンサスを得られないであろう。
今や，学校と教育行政は，必ずしも整合!生のない思民の多様な教育要求と r上からj と「下か
らj の教育改革要求に挟みうちされているのである。その中で，教育行政の責任についても，上記
の二つの要因が対立，括抗しているのが現実であるといえよう。その意味で，理念的に純化された
f学校改善Jに大きな「期待j を抱くことは困難であるし安易に「期待j を詰るべきではないと
言えよう。
注
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